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[MJKK]アドバンス・レジデンス投資法人の担保権解除手続きにコメント

2011 年（平成 23 年）5月 18 日、東京、ムーディーズ・ジャパン株式会社（以下「ムーディーズ」)

は、アドバンス・レジデンス投資法人（ADR）が 2011 年 5 月 17 日に発表した担保権解除手続きに関わ

るリリース（「資金の借入れ及び借入金の期限前弁済に関するお知らせ」）に対して、ポジティブであ

るとコメントした。

ADR の保有資産のうち、2010 年 3 月以後に取得した資産を除く、全 169 物件は借入金を被担保債権と

した担保権の設定がなされている。ムーディーズが付与している ADR の無担保長期債務格付（Baa3 　

安定的）には、担保付債務に対する劣後性が反映されている。

今回の発表によると、ADR は 6 月中旬を目処に取引金融機関に対して担保権解除実現に向けた要請を行

っているとのことである。担保権解除が実現した場合には、格付対象投資法人債の劣後性が解消され

ることで、格上げ方向でのアクションを取る可能性がある。

但し、担保権解除に賛同しない 3金融機関の借入金、合計約 45 億円の期限前返済が行われることも同

時に発表されており、担保権解除に伴う今後の金融機関取引への影響なども別途注視していく必要が

あろう。

本信用格付に利用された主な格付手法は弊社ウェブサイト （www.moodys.co.jp の「信用格付事業」

を選択した後に表示されるページ）の「格付手法」に掲載されている「REIT およびその他の不動産会

社のグローバル格付手法」（2010 年 10 月 1 日）である。

最新の格付アクション及び格付履歴については、www.moodys.com を参照されたい。

アドバンス・レジデンス投資法人（本社：東京）はレジデンシャル物件への投資・管理に特化した投

資法人であり、2011 年 1 月期の営業収益は約 209 億円であった。
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